
 

                                          

２ 基本施策に対する評価 
 Ⅲ－Ⅰ 雇用等の分野における男女共同参画の推進  

2002(平成 14)年度 実績 

基本事業目的評価表 
 

基本事業名 11305 雇用等における男女共同参画の推進 

 

評価者 生活部勤労福祉チーム 勤労福祉担当 M 西岡建雄 

 059-224-2454 kinfuku@pref.mie.jp 

 

評価年月日 03/04/30 17:55:56 

 

政策・事業体系上の位置づけ  

 

 政策：人権の尊重 

 施策：113 男女共同参画社会の実現 

 施策の数値目標：男女共同参画意識普及度 

 

 

基本事業の目的  

【誰、何が（対象）】 

勤労者（男女）が 

【抱えている課題やニーズ】 

職場における固定的な役割分担、性別による不公平な慣行、処遇が行われており不平等感が生まれています。 

 という状態を 

【どのような状態になることを狙っているのか（意図）】 

男女共同参画の実現した職場等のなかで、いきいきと働いています。 

 という状態にします。 

【その結果、どのような成果を実現したいのか（結果＝施策の目的（2010 年度のめざす姿））】 

個人の生き方、価値観が尊重されるなど男女平等についての意識改革が進み、実質的な男女平等社会が実現し

ています。男女共にあらゆる分野に参画する機会が確保され、家庭、地域、職場等において男女共同参画が実

現しています。また、男女共に多様な選択を可能とするための条件整備が整っています。 

 

基本事業に関する各種データ 

 

2002 年度 基本事業に関する実績データ一覧 

基本事業の数値目標達

成状況 

必要概算コスト対前年

度 

達成 増加 

 

 

 

 

Ⅲ－Ⅰ 雇用等の分野における男女共同参画の推進 

    （１）みえ政策評価システムによる評価 

みえ政策評価システム 
（11305 雇用等における男女共同参画の推進 －１） 



 ２ 基本施策に対する評価 
 Ⅲ－Ⅰ 雇用等の分野における男女共同参画の推進  

基本事業の数値目標、コスト、基本事業マネジメント参考指標と実績値  

 

  2001 2002 2003 2004 

目標  39.0 40.0 42.8女性管理職を

置いている民

間企業の割合

(％) 

[目標指標] 

実績 37.8 61.0   

必要概算コス

ト（千円） 

 0 10,114 6,007 0

予算額等（千

円） 

 5,161 2,997

概算人件費（千

円） 

 0 4,953 3,010 0

所要時間（時

間） 

 1,152 700

人件費単価（千

円／時間） 

 4.21 4.30 4.30 4.21

必要概算コス

ト対前年度（千

円） 

 10,114 -4,107 -6,007

目標 10 15関係機関との

協議回数(回) 

[マネジメント

参考指標] 

実績 10 

目標 2 4企 業 表 彰 数

(社) 

[マネジメント

参考指標] 

実績 2 

目標 51.2 51.5常用労働者の

決まって支給

する男女の支

給割合（30～90

人規模）女／

男％(％) 

[マネジメント

参考指標] 

実績 49.9 

[マネジメント

参考指標] 

  

[マネジメント

参考指標] 

  

[マネジメント

参考指標] 

  

 

 

 

数値目標に関する説明・留意事項  

みえ政策評価システム 
（11305 雇用等における男女共同参画の推進 －２） 
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女性を管理職（係長相当職以上）に登用している県内企業等の割合。2002 年度実績は三重県中小企

業賃金等実態調査によるが、回答企業数が低かったため参考数字とする。2003 年度の目標値は、2001

年度の実績値に年約１ポイントアップを目指した数値とした。 

 

2002 年度マネジメント参考指標  

 種類 マネジメント参考指標 数値目標の困難度 達成度 

／５点 

１ 協働度 関係機関との協議回数 挑戦的な目標 ３ 

２ 事業量 企業表彰数 十分達成可能な目標 ２ 

３ 副次的 常用労働者の決まって支給する男女の支給割

合（30～90 人規模）女／男％ 

挑戦的な目標 ３ 

４     

５     

６     

 

マネジメント参考指標に関する説明・留意事項  

啓発事業の効率的な実施のため関係機関との密度の高い連携・協議が必要です。男女の賃金格差が

大きいことが、職場内での男女不平等感につながることから、新規事業等の施行によりこの数値を

少しでも引き上げたいと考えます。 

 

基本事業の評価 

 

2002 年度を振り返っての評価  

【これまでの取組と成果、成果を得られた要因と考えられること】 

・県内企業の実態調査を実施・積極的に取り組んでいる企業表彰をするため研究会により表彰基準を作成し、

基準に基づき選考委員会により表彰企業を選考し企業表彰を行いました。・自社評価表の開発に取り組み、そ

の効果的な利用方法等について次年度の実施に向け検討をはじめました。各種セミナー、シンポジューム等に

より男女雇用機会均等法、育児介護休業法、パート労働法等の普及を推進し、主として働く女性の支援をしま

した。 

 

【前年度に残った課題、その要因と考えられること】 

企業での男女共同参画を進めるには、事業主及び労務管理者の意識改革が大きな要素となりますが、その効果

的な手法が課題です。 

 

総合行政の視点からの評価  

○三重県男女共同参画基本計画 

 男女共同参画の視点が社会に浸透し、家庭、地域、職場等のそれぞれの分野において意識改革が

進められることが必要です。当該基本事業を推進するに当っては、三重県男女共同参画基本計画を

基に、各分野が取り組む中で、国の機関等それぞれの分野と連携を保ちながら事業を実施しました。

 

基本事業の展開 

 

2003 年度 施策から見たこの基本事業の取組方向  

注力 総括マネージャーの方針・指示 改革方向 

みえ政策評価システム 
（11305 雇用等における男女共同参画の推進 －３） 
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565 - 192 - ↑ 現状維持 間接的 中期的 D 職場でのパートナ

ーシップ事業費（再

掲） 
地域に応じた啓発をするため、中小企業勤

労者福祉サービスセンター等と連携し、働

く男女が生き生きと働くことができる職場

づくりについての検討会、セミナー等を行

なっていく。 

地域での気運を醸成するきっかけ造りであること

から、参加者については、地域の声を尊重するよう

配慮すること。 

1,410,706 -136,06

3

540 356 → 現状維持 直接的 即効性 E 労働者福祉対策資

金貸付等事業費（再

掲） 大企業に比べ、賃金や福利厚生制度で格差

のある中小零細企業で働く勤労者が、より

質の高いライフスタイルを実現できるよう

に、住宅・教育等生活基盤に係わる資金を

援助し、勤労者の経済的地位の向上及び生

活安定を図る。 

厳しい雇用情勢の現状から、多くの勤労者に利用可

能となるようＰＲに努めること。 

 

 

 

みえ政策評価システム 
（11305 雇用等における男女共同参画の推進 －５） 


